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環境関連法令の改正動向と

留意点（水質・土壌関係）

平成29年２月８日

静岡県くらし・環境部 環境局

生活環境課 大気水質班

平成28年度 公害防止管理者研修会
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Ⅰ 水環境行政の経緯

Ⅱ 水質汚濁防止法の概要等

Ⅲ 水質汚濁防止法の一部改正

Ⅳ 土壌汚染対策法の概要

本日の説明事項

Ⅴ 環境保全行政の体制
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◆水質汚濁防止法制定(昭和45年)後の改正等
昭和４７年：水濁法改正（無過失損害賠償責任制度）
昭和５３年：水濁法改正（総量規制制度）
平成 元年：水濁法改正（地下水汚染対策、事故時の措置）
平成 ２年：水濁法改正（生活排水対策）
平成 ５年：環境基本法
平成１１年：ダイオキシン類対策特別措置法
平成１５年：土壌汚染対法施行
平成１８年：水生生物の保全に係る環境基準の類型指定
平成２２年：水濁法改正（測定記録・保存、事故措置他）

：土対法一部改正（一定規模以上の土地形変届出等）
平成２３年：水濁法改正（地下水汚染の未然防止）
平成２５年：水濁法改正（放射性物質の除外規定の削除）

Ⅰ 水環境行政の経緯
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Ⅱ 水質汚濁防止法の概要等

１ 水質汚濁防止法の概要

４ 水質汚濁事故

３ 水質の常時監視（公共用水域・地下水）

２ 立入検査の状況



［法第１条］
この法律は、

② 生活排水対策の実施を推進すること等によつて、

① 工場及び事業場から公共用水域に排出される水の排出及び地下
に浸透する水の浸透を規制するとともに、

公共用水域及び地下水の水質の汚濁（水質以外の水の状態が
悪化することを含む。以下同じ。）の防止を図り、もつて国民の
健康を保護するとともに生活環境を保全し、並びに

③ 工場及び事業場から排出される汚水及び廃液に関して人の健康
に係る被害が生じた場合における事業者の損害賠償の責任につ
いて定めることにより、被害者の保護を図ること

を目的とする。

Ⅱ-１ 水濁法の概要（目的）
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＜公共用水域＞

河川、 湖沼、 港湾、 沿岸海域 その他公共の用に供される水域 及び
これらの水域に接続する公共溝渠、かんがい用水路等に接続する水路
（公共下水道及び流域下水道で終末処理場を設置しているものを除く。）

＜特定施設＞

次の① 又は ② の汚水又は廃液を排出する施設で、 政令で定めるもの。
①健康被害を生ずるおそれがある物質として政令で定めるもの（有害物質）を含む
②政令で定める項目に関し生活環境を阻害するおそれがある程度のもの

＜特定事業場＞

特定施設を設置する工場又は事業場

＜排出水＞
特定事業場から公共用水域に排出される水

＜汚水等＞

特定施設から排出される汚水又は廃液
特定施設 その他の施設

特定事業場

汚水等

排出水

公共用水域

Ⅱ-１ 水濁法の概要（定義）
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環境基本法

類型あてはめ
（生活環境項目）

水質汚濁防止法

【常時監視】

環境基準（公共用水域）
（健康項目・生活環境項目）

排水基準 一律基準（国）（健康項目・生活環境項目）

上乗せ排水基準（都道府県）（第３条３項）

環境基準（地下水）
（健康項目）

地下浸透基準

公共用水域

地下水

都道府県による測
定計画

国・地方自治体に
よる常時監視

結果の公表

【報告徴収及び立入検査】
都道府県知事は、特定施設や有害物質貯蔵指定施設の状況や、汚水等の処理の方法その他必要な
事項に関し報告を求め、又はその職員に立ち入り、特定施設、有害物質貯蔵指定施設その他の物件を
検査させることができる。

指定物質

Ⅱ-１ 水濁法の概要（法体系）
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【事業場への規制】

協力義務

計画変更命令等
設置等の届出

審査

事故時の措置の義務 応急措置命令

事故時の報告義務

有害物質の地下浸透 地下水浄化措置命令健康被害

改善命令等
違

反

排水基準遵守義務

排出水等の測定･記録･保存義務

命
令
違
反

罰

則

特
定
事
業
場

命令違反

命令違反

Ⅱ-１ 水濁法の概要（法体系）
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【事業場への規制】

協力義務

計画変更命令等
設置等の届出

審査

事故時の措置の義務 応急措置命令

事故時の報告義務

有害物質の地下浸透 地下水浄化措置命令健康被害

改善命令等
違

反

排水基準遵守義務

排出水等の測定･記録･保存義務

命令違反

命令違反

改善命令等
構造等の基準の遵守

地下浸透水の浸透制限

定期点検・記録・保存義務

命
令
違
反

罰

則

違
反

有
害
物
質
使
用
特
定
事
業
場

Ⅱ-１ 水濁法の概要（法体系）
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【事業場への規制】

定期点検・記録・保存義務

協力義務

計画変更命令等
設置等の届出

審査

事故時の措置の義務 応急措置命令

事故時の報告義務

有害物質の地下浸透 地下水浄化措置命令健康被害

違
反

命令違反

改善命令等構造等の基準の遵守

命
令
違
反

罰

則

違
反

有
害
物
質
貯
蔵

指
定
施
設

Ⅱ-１ 水濁法の概要（法体系）
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【有害物質貯蔵指定施設以外の指定施設、貯油施設等への規制】

事故時の措置の義務 応急措置命令

事故時の報告義務

違
反

命
令
違
反

罰

則

貯
油
施
設
等

指
定
施
設

Ⅱ-１ 水濁法の概要（法体系）
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【生活排水対策】

国の責務都道府県の責務市町村の責務

国民の責務 生活排水を排出する者の努力

生活排水対策重点地域の指
定等（都道府県知事）

生活排水対策推進計
画の策定等（市町村）

計画の推進
（市町村）

指導・助言・勧告
（市町村）

【損害賠償】

工場・事業場から
事業活動に伴い

有害物質が、
汚水又は排出水に含まれて

排出又は地下へ浸透

人の生命・身体
を害した時

無過失損害
賠償責任

【総量規制制度】 (静岡県では指定地域なし)

指定水域・項目・
地域の指定

総量削減基本方
針の策定

総量削減計画の
作成（知事）

総量規制
基準

指導等

Ⅱ-１ 水濁法の概要（法体系）
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＜省令で定める排水基準（一律排水基準）＞

＜都道府県条例で定める排水基準（上乗せ排水基準）＞［法第３条第３項］

・ 水域を指定し、より厳しい排水基準を都道府県条例で定めることができる
・ １日当たりの平均的な排出水の量が５０㎥未満の排出水に対する基準等も設定

できる（裾下げ規制）
・一律排水規制にない項目についても排水規制を設定できる（横出し規制）

有害物質に関する排水基準
・ 全公共用水域を対象とし、全ての特定事業場に対し一律の基準
・ 排出水の量を問わず適用される
（暫定排水基準が、セレン、ほう素及びその化合物、ふっ素及びその化合物、アンモニア・ア
ンモニウム化合物・亜硝酸化合物及び硝酸化合物、１・４-ジオキサン、カドミウムにおいて、
一部業種に設定されている）

生活環境項目に関する排水基準
・ 全公共用水域を対象とし、全ての特定事業場に対し一律の基準
・ １日当たりの平均的な排出水の量が５０㎥以上の場合に適用される
・ 窒素含有量と燐含有量の基準は、環境大臣が定める海域・湖沼及びこれらに流

入する公共用水域に排出される排出水に適用される
（暫定排水基準が、亜鉛、窒素・りん（海域）について、一部業種に設定されている）

Ⅱ-１ 水濁法の概要（排水基準）
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＜有害物質に関する一律排水基準＞
有害物質の種類 許容限

カドミウム及びその化合物 0.03mg/L

シアン化合物 1mg/L

有機燐化合物
（パラチオン、メチル パラチオン、メチル
ジメトン及び EPNに限る。）

1mg/L

鉛及びその化合物 0.1mg/L

六価クロム化合物 0.5mg/L

砒素及びその化合物 0.1mg/L

水銀及びアルキル水銀その他の水銀
化合物

0.005mg/L

アルキル水銀化合物 検出されないこと

ポリ塩化ビフェニル 0.003mg/L

トリクロロエチレン 0.1mg/L

テトラクロロエチレン 0.1mg/L

ジクロロメタン 0.2mg/L

四塩化炭素 0.02mg/L

1,2-ジクロロエタン 0.04mg/L

有害物質の種類 許容限

1,1-ジクロロエチレン 1mg/L

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4mg/L

1,1,1-トリクロロエタン 3mg/L

1,1,2-トリクロロエタン 0.06mg/L

1,3-ジクロロプロペン 0.02mg/L

チウラム 0.06mg/L

シマジン 0.03mg/L

チオベンカルブ 0.2mg/L

ベンゼン 0.1mg/L

セレン及びその化合物 0.1mg/L

ほう素及びその化合物
海域以外10mg/L
海域 230mg/L

ふっ素及びその化合物
海域以外 8mg/L

海域 15mg/L

アンモニア、アンモニウム化合物亜硝
酸化合物及び硝酸化合物

(*)100mg/L

1，4-ジオキサン 0.5mg/L

(*) アンモニア性窒素に0.4を乗じたもの、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合計量。
備考 「検出されないこと。」とは、環境大臣が定める方法により排出水の汚染状態を検定した場合において、その結果が

当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。

Ⅱ-１ 水濁法の概要（排水基準（健康項目））
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◎ カドミウムの排水基準等の見直し

地下水浄化基準の見直し（平成26年12月）
地下水の浄化措置命令に関する浄化基準の見直し

カドミウム及びその化合物 0.01mg/L → 0.003mg/L

排水基準の見直し （平成26年12月）
水質汚濁防止法第３条第１項に基づく排水基準

カドミウム及びその化合物 0.1mg/L → 0.03mg/L
新設の事業場には施行日（平成26年12月１日）から適用。
既存事業場に対する猶予期間は施行日から６か月
（水質汚濁防止法施行令別表第３に掲げる施設を設置している事業場は１年間）｡

平成26年11月４日公布 平成26年12月１日施行
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環境基準の見直し （平成23年10月）
カドミウムの環境基準見直し（水質汚濁に係る環境基準）

人の健康保護に関する環境基準 0.01mg/L → 0.003mg/L



◎ トリクロロエチレンの排水基準等の見直し

地下水浄化基準の見直し（平成27年10月）
地下水の浄化措置命令に関する浄化基準の見直し

トリクロロエチレン 0.03mg/L → 0.01mg/L

排水基準の見直し （平成27年10月）
水質汚濁防止法第３条第１項に基づく排水基準

トリクロロエチレン 0.3mg/L → 0.1mg/L
新設の事業場には施行日（平成27年10月21日）から適用。
既存事業場に対する猶予期間は施行日から６か月
（水質汚濁防止法施行令別表第３に掲げる施設を設置している事業場は１年間）｡

平成27年９月18日公布 平成27年10月21日施行
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環境基準の見直し （平成26年11月）
トリクロロエチレンの環境基準見直し（水質汚濁に係る環境基準）

人の健康保護に関する環境基準 0.03mg/L → 0.01mg/L



（参考）水質汚濁防止法施行令別表第３に掲げる施設 (一部掲載)

1 別表第一第一号に掲げる施設のうち、鉱業（石炭鉱業並びに石油及び可燃性天然ガス鉱業を除く。）の
用に供するイ及びハの施設

2 別表第一第一号に掲げる施設のうち、石炭鉱業の用に供するロ及びハの施設

3 別表第一第一号に掲げる施設のうち、水洗炭業の用に供するロの施設

4 別表第一第一号の二から第四号までに掲げる施設

5 別表第一第五号に掲げる施設のうち、みそ製造業の用に供するロ及びハの施設

6 別表第一第五号に掲げる施設のうち、グルタミン酸ソーダ製造業の用に供するニ、ホ及びヘの施設

7 別表第一第七号に掲げる施設であつて、てんさい糖製造業の用に供するもの

8 別表第一第八号に掲げる施設

9 別表第一第十号に掲げる施設のうち、清酒製造業の用に供するイ、ロ及びニの施設

10 別表第一第十号に掲げる施設のうち、蒸りゆう酒製造業の用に供するイ、ロ及びヘの施設

11 別表第一第十一号に掲げる施設のうち、動物系飼料製造業の用に供するイ、ロ、ハ及びニの施設

12 別表第一第十三号に掲げる施設

13 別表第一第十四号に掲げる施設であつて、でん粉製造業の用に供するもの

14 別表第一第十七号に掲げる施設

15 別表第一第十九号に掲げる施設のうち、麻紡績業の用に供するハの施設

16 別表第一第十九号に掲げる施設のうち、染色整理業の用に供するニ、ホ、ヘ、ト及びチの施設

17 別表第一第二十号に掲げる施設

18 別表第一第二十三号に掲げる施設のうち、パルプ製造業の用に供するロ、ハ、ニ、ホ、ヘ、ト及びチの
施設

19 別表第一第二十三号に掲げる施設のうち、紙製造業の用に供するイ及びチの施設
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◎ 暫定排水基準設定・見直し
排水基準見直しへの対応が著しく困難な場合などに、経過措置として、一定期間に
限って適用する暫定排水基準が設定される。

18

◎ほう素等の暫定排水基準の見直し
ほう素、ふっ素、硝酸性窒素等に係る暫定排水規準は平成28年６月に見直しされ、
業種及び対象物質ごとに、暫定排水基準の廃止、適応期間の延長及び暫定排水
基準の強化がされた。（詳細は別紙参照）

適応期間：平成28年６月30日 → 平成31年６月30日まで延期された。

◎亜鉛含有量の暫定排水基準の見直し
亜鉛含有量に係る暫定排水規準は平成28年11月に見直しされ、基準値がそのまま
で適応期間が平成33年12月10日まで延長された。

適用３業種：金属鉱業、電気めっき業、

下水道業（金属鉱業又は電気めっき業の排水を受け入れているもので一定のもの）



◎ カドミウムの暫定排水基準の見直し
カドミウムの暫定排水基準が平成28年11月に見直しされ、下記①②については
適用期間が延長された。

①金属鉱業

暫定排水基準：0.08mg/L 適用期間：平成31年11月30日まで）

②溶融めっき業（溶融亜鉛めっきを行うものに限る）

暫定排水基準：0.１mg/L 適用期間：平成29年11月30日まで）

③非鉄金属第１次製錬・精製業（亜鉛に係るものに限る）

非鉄金属第２次製錬・精製業（亜鉛に係るものに限る）

暫定排水基準：0.09mg/L 適用期間：平成29年11月30日まで

19

※平成27年改正 トリクロロエチレンについては暫定排水基準の設定なし



＜生活環境項目に関する一律排水基準＞
生活環境項目 許容限度

水素イオン濃度（pH） 海域以外 5.8-8.6 海域 5.0-9.0

生物化学的酸素要求量（BOD） 160mg/L （日間平均 120mg/L）

化学的酸素要求量（COD） 160mg/L （日間平均 120mg/L）

浮遊物質量（SS） 200mg/L （日間平均 150mg/L）

ノルマルヘキサン抽出物質含有量（鉱油類含有量） 5mg/L

ノルマルヘキサン抽出物質含有量（動植物油脂類含有量） 30mg/L

フェノール類含有量 5mg/L

銅含有量 3mg/L 

亜鉛含有量 2mg/L

溶解性鉄含有量 10mg/L

溶解性マンガン含有量 10mg/L

クロム含有量 2mg/L

大腸菌群数 日間平均 3,000個/cm3

窒素含有量 120mg/L （日間平均 60mg/L）

燐含有量 16mg/L （日間平均 8mg/L）

備考 １ この表に掲げる排水基準は、一日当たりの平均的な排出水の量が50m3以上である工場又は事業場に係る排出水について適用する。
２ 生物化学的酸素要求量（BOD）についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水に限って適用し、化学的酸素要求量（COD）についての排水基準は、海域

及び湖沼に排出される排出水に限って適用する。
３ 窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらす

おそれがある海域として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。
４ 燐含有量についての排水基準は、燐が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそ

れがある海域として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。

Ⅱ-１ 水濁法の概要（排水基準（生活環境項目））
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Ⅱ-１ 水濁法の概要（第３条第３項）

上乗せ排水基準（昭和４７年 条例第２７号）

◆水質汚濁防止法第３条第３項の規定に基づき都道府
県が条例で規定する排水基準

⇒一律排水基準では水質の汚濁の防止上、十分でないと認め
られる水域がある場合に設定する。

⇒47都道府県全てで上乗せ排水基準を設定している。

⇒静岡県では伊豆水域から浜名湖水域までのほぼ全ての水域
において、業種・排出水量毎、必要な項目を設定している。

（BOD、ＣＯＤ、SS、亜鉛、銅、クロム等）



（参考） 静岡県の上乗せ排水基準の概要

水域 規制項目 対象事業所 規制対象
となる排水量

有害物質 浜名湖水域のみ ６項目 水濁法の
特定事業場

排水量にかか
わらず

生活環境項目
ほぼ全ての公共
用水域（13水域
に分け設定）

８項目

11項目（浜名
湖水域）

水濁法の
特定事業場

基本50ｍ３以上
（畜産業、水産
業等で一部例
外有）。
排水量に応じて
段階的に設定。

22
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全特定事業場

全特定事業場

のうち

日量50㎥以上

全特定事業場

のうち

有害物質使用

有害物質貯
蔵指定施設

条例届出

件数

静岡県 １１，３０９ １，４８６

（１３．１％）

６３０

（５．６％）

１７５ １２３

全国 ２６１，５６３ ２８，７８５

（１１．０％）

１８，３６５

（７．０％）

３，６６３ －

Ⅱ-２ 立入検査の状況

特定施設の届出状況（平成28年３月31日現在）



立入検査数（政令市含む県計）

年度 立入検査数（採水） 違反数

１８ ８７５ ６８

１９ ７７９ ６７

２０ ８６９ ５７

２１ ８２２ ５０

２２ ８１３ ６１

２３ ８４８ ７６

２４ ８７２ ８０

２５ ８１４ ３８

２６ ８２８ ３５

２７ ７５８ ４６

24
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立入検査数
524件

食料品製造
業

28%

旅館業
7%

飲食店等

3%

洗たく業2%

化学工業

6%

紙パルプ製造

業1%
その他

8%
し尿処理施設

23%

金属・機械製

造業
21%

基準値違反件数
14件

食料品製
造業

58%

化学工業
7%

金属・機械
製造業

14%

し尿処理施

設
21%

違反の原因

運転、管理方法 71％

施設整備不良、故障 14％

その他 14％

立入検査数と違反件数（H27,県実施分）
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◆常時監視：水濁法第１５条第１項
平成２８年度１８０地点、２４，１８０点

◆測定計画：水濁法第１６条、毎年策定
◆公 表：２７年度、県BOD,CODの達成率９４．１％
◆環境基準：健康項目（有害物質２７項目：重金属、

VOC他）
生活環境項目（pH、BOD、COD他）

◆水域類型：環境基本法第１６条第２項
の指定 ４２河川、２湖沼、５海域

Ⅱ-３ 水質の常時監視(公共用水域）
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◆昭和４５年（７項目）
ｶﾄﾞﾐｳﾑ、ｼｱﾝ、鉛、六価ｸﾛﾑ、砒素、水銀、ｱﾙｷﾙ水銀

◆昭和５０年（１項目）
PCB

◆平成５年（１５項目）
ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ、四塩化炭素、1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ、1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、
ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ、1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ、
ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ、ﾁｳﾗﾑ、
ｼﾏｼﾞﾝ、ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ、ﾍﾞﾝｾﾞﾝ、ｾﾚﾝ

◆平成１１年（３項目）
硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素、ほう素

◆平成２１年（１項目）
1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 計２７項目

健康項目（人の健康の保護に関する環境基準）
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◆pH （水素イオン濃度）
◆BOD（生物化学的酸素要求量）・・・河川
◆COD（化学的酸素要求量） ・・・湖沼、海域
◆SS （浮遊物質量） ・・・河川、湖沼
◆DO （溶存酸素量）
◆大腸菌群数
◆ｎ‐ヘキサン抽出物質（油分等) ・・・海域
◆全窒素・・・湖沼、海域
◆全燐 ・・・湖沼、海域
◆全亜鉛 （H15 水生生物環境基準）
◆ノニルフェノール（H24 水生生物環境基準）
◆直鎖ｱﾙｷﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝｽﾙﾎﾝ酸及びその塩（H25 水生生物環境基準）
◆底層溶存酸素量（H28 水生生物環境基準）

生活環境項目（生活環境の保全に関する環境基準）

計１３項目
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◆底層溶存酸素量の類型及び基準値

新たな生活環境項目

類型 類型あてはめの目的 基準値

生物１ ・ 生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物が、生
息できる場を保全・再生する水域

・ 再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物が、
再生産できる場を保全・再生する水域

4.0mg/L

以上

生物２ ・ 生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、
水生生物が生息できる場を保全・再生する水域

・ 再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除
き、水生生物が再生産できる場を保全・再生する水域

3.0mg/L

以上

生物３ ・ 生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物が、生
息できる場を保全・再生する水域

・ 再生産段階において貧酸素耐性の高い水生生物が再
生産できる場を保全・再生する水域

2.0mg/L

以上
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環境基準達成率（河川、ＢＯＤ）
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環境基準達成率（湖沼、ＣＯＤ）
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環境基準達成率（海域、ＣＯＤ）
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◆常時監視：水濁法第１５条
◆環境基準：環境基本法第１６条

地下水環境基準 ２８項目
◆環境モニタリング調査：１０㌔メッシュで１地点

２８年度６２地点
◆定点モニタリング調査：３３地区１２０地点

環境基準をクリアして５年間
◆特定地下浸透水の浸透禁止：水濁法第１２条の３
◆地下水の浄化措置命令 ：水濁法第１４条の３

Ⅱ-３ 水質の常時監視(地下水)
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環境モニタリング調査
10kmメッシュで１地点

Ⅱ-３ 水質の常時監視(地下水)

E-1 F-1 K-1 L-1

L-3 M-3

A-2 B-2 C-2 D-2 E-2 F-2 K-2 L-2

L-4 M-4

A-3 B-3 C-3 D-3 E-3 F-3 G-3 K-3

K-5 L-5 M-5

B-4 C-4 D-4 E-4 F-4 G-4 K-4

K-6 L-6 M-6

B-5 C-5 D-5 E-5 F-5 G-5 H-5

K-7 L-7 M-7

C-6 D-6 E-6 F-6 G-6 H-6 I-6

J-8 K-8 L-8

C-7 D-7 F-7 G-7 H-7 I-7 J-7

C-8 D-8 G-8 I-8

I-10 K-10 L-10

F-9 I-9 J-9 K-９ L-9
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平成27年度結果
◆環境モニタリング６７地点 基準超過あり（２地点 ふっ素、トリクロロエチレン）
◆定点モニタリング３３地区（１１７地点）中２０地区（２９地点）基準超過

項 目 地区数 地点数

六価クロム １ １

砒素 ４ ５

トリクロロエチレン ４ ７

テトラクロロエチレン ３ ４

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 ４ ６

1,2-ジクロロエチレン・トリクロロエチレン ２ ２

トリクロロエチレン・テトラクロロエチレン １ ２

四塩化炭素・トリクロロエチレン・テトラクロロエチレン １ ２

計 ２０ ２９

Ⅱ-３ 水質の常時監視(地下水)
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◆事故時の措置（法第１４条の２）
① 特定事業場における事故による有害物質、

生活環境項目の排出、浸透防止に対する
応急措置と届出

② 指定事業場における事故による有害物質、
指定物質の排出、浸透防止に対する応急措置
と届出

③ 貯油施設等における施設等の事故への措置と
届出

④ 応急措置の命令

Ⅱ-４ 水質汚濁事故
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事故時の措置 ～対象物質と施設の関係～

特定施設 有害物質（製造、
使用、処理）、油

特定施設
以外

貯油施設等の油

（貯蔵、処理）

特定施設 有害物質、生活環境項目

指定施設 有害物質（貯蔵、使用）

指定物質（製造、貯蔵、使用、
処理）

貯油施設等 油（貯蔵、処理）

◆改正前 ◆改正後

※特定施設、指定施設、貯油施設等の各施設は重複することがある

汚水の流出事故による水環境の被害拡大の防止

施設設置者に対し、応急措置と都道府県知事への届出を義務付け
平成22年５月１０日公布、平成23年４月１日施行
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◆本県における水質事故への対応
①『水質汚濁に係る事故時の処理要領』に基づき対応
②連絡体制フロー

事故発見者⇒市町等⇒県生活環境課、県東部・中部・
西部健康福祉センター、県土木事務所⇒関係各課

③狩野川、富士川、安倍川、大井川、菊川、天竜川は
国土交通省の水質汚濁連絡協議会等の要領

④現地状況把握、汚濁物質・原因者の特定、事業者
指導

⑤魚類へい死対応マニュアル(当課HP参照)

Ⅱ-４ 水質汚濁事故
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Ⅲ 水濁法の一部改正（H22） 事故時の措置等

◆１ 事業者による記録改ざん等への厳正な対応
⇒排出状況の測定結果の未記録、虚偽の記録等

に対し罰則を創設 法第１４条第１項・２項、法第３３条第３項

◆２ 汚水の流出事故による水環境の被害拡大の防止
⇒汚水の流出事故が生じた場合に、事業者に対して応急措置

の実施及び届出を義務付ける
法第２条第４項、法第１４条の２第１項から４項

◆３ 事業者による自主的な公害防止の取組の促進
⇒事業者の責務規定を追加 法第１４条の４

◆事故時の措置等

Ｈ22年５月10日公布、H23年４月１日施行



【地下水汚染事例①】

◆平成１３年、輸送用機械器具製造工場で、トリクロロエチレンの貯蔵タン
クへの移し替え作業による地下水汚染が判明

41



【地下水汚染事例②】

◆平成１９年、金属製品製造工場で、溶液槽の配管つなぎ目が劣化し、六
価クロムが漏えいし、床面の亀裂から浸透

42



＜地下水汚染の未然防止のための水濁法改正 平成23年６月22日公布、24年６月１日施行＞

届出対象施設の拡大
・ 有害物質使用特定施設（公共用水域に水を排出しない施設でも対象に）
・ 有害物質貯蔵指定施設

構造等に関する基準遵守義務等
・ 有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設が対象
・ 新設施設を対象としたA基準、既設施設を対象としたB基準
・ (ア)～(エ)の構造・設備の基準の遵守

（ア）施設の床面及び周囲
（イ）施設に付帯する配管等
（ウ）施設に付帯する排水溝等
（エ）地下貯蔵施設 ※施設本体は目視等による定期点検

・ 使用の方法に関する基準（管理要領の策定等）の遵守

定期点検の義務
・ 施設の設置者は、目視等の方法により定期点検を実施し、その結果を

記録し、保存する （既存施設についても同様）

Ⅲ 水濁法の一部改正（H23) 地下水汚染未然防止
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＜排出水・地下浸透水の測定について＞(法14条第１項)（規則第９条）

排出水にかかる排出基準に定められた事項のうち、届け出たもの
は年に１回以上。（温泉を利用する旅館業については例外あり）その
他のものについては必要に応じて測定すること。

測定の結果の記録は３年間保存すること。

＜定期点検について＞ (法14条第５項)（規則第９条の２の３）

下記内容を記録し、その定期点検結果は、点検した日から起算して
３年間保存すること
・点検を行った有害物質使用特定施設等
・点検年月日
・点検の方法及び結果
・点検を実施した者及び点検実施責任者の氏名
・点検の結果に基づいて補修その他の必要な措置を講じたときは、

その内容

Ⅲ 水濁法の一部改正(H23) 地下水汚染未然防止

44

従来から



静岡県生活環境の保全等に関する条例（平成１０年 条例第４４号）

◆条例第３５条により届出が必要な施設
１ アスファルトプラントの廃ガス洗浄施設
２ 非鉄金属製造業の用に供する次に揚げる施設

（１）銅又は銅合金の用に供する圧延施設
（２）アルミニウム、アルミニウム合金、亜鉛又は亜鉛合金

の用に供するダイカストマシン
３ ゴム製品製造業の用に供する混練施設
４ ニッケルめっきの用に供する電気めっき施設

◆排水基準
・有害物質
・生活環境項目
・ニッケル含有量 ２mg/L（排水量５０㎥/日以上）

Ⅲ 水濁法の一部改正 県条例(H23)
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Ⅲ 水濁法の一部改正(H25)
放射性物質の適用除外規定の削除

平成25年6月21日公布、平成25年12月20日施行
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水質汚濁防止法施行令等の改正

◆有害物質の追加（施行令第２条第２項第１項関係）
ﾄﾗﾝｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰ及び

1,4-ジオキサンの３物質

◆特定施設の追加（施行令別表第１関係）
①界面活性剤製造業の用に供する施設（1,4-ｼﾞｵｷｻﾝが

発生するものに限り、洗浄装置を有しないものを除く。）
②エチレンオキサイド又は1,4-ｼﾞｵｷｻﾝの混合施設（他の

特定施設に該当するものを除く。）

平成24年5月23日公布、平成24年5月25日施行

１０１⇒１０３種類

２６⇒２８
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Ⅳ 土壌汚染対策法の概要

１ 法改正の経緯

２ 土対法の一部改正(H22年4月)の背景

３ 土対法の主な改正内容

４ 土対法の一部改正(H27年4月)

５ 土対法施行令の一部改正(H29年4月)
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Ⅳ 土壌汚染対策法の概要

Ⅳ-１ 法改正の経緯

◆平成１４年５月２９日 ：土壌汚染対策法公布
◆平成１５年２月１５日 ：土壌汚染対策法施行
◆平成２１年４月１７日 ：改正土壌汚染対策法成立
◆平成２１年４月２４日 ：改正土壌汚染対策法公布
◆平成２１年１０年１５日 ：土壌汚染対策法施行令公布

◆平成２１年１０月２３日 ：一部施行（汚染土壌処理業許可）
◆平成２２年４月１日 ：土壌汚染対策法改正法施行
◆平成２７年４月１日 ：土壌汚染対策法改正法施行
◆平成２９年４月１日 ：土壌汚染対策法改正施行令施行
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① 土壌汚染対策法に基づかない調査・対策の増加
・汚染土壌の管理への不安

② 汚染対策が掘削除去に偏重

・土地の所有者等の過剰な負担

・不適正な掘削除去による汚染の拡大

③ 掘削除去に伴う搬出汚染土壌の適正な処理

・不適正事例の発覚

Ⅳ-２ 土対法の一部改正（H22年４月）の背景
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① 土壌汚染の状況把握の拡充（法第３、４、５条）

土壌汚染状況調査

② 規制対象区域の分類 （法第６～11、13条）

要措置区域等、汚染の除去等の措置

③ 搬出土壌の適正処理 （法第16、22条）

搬出時の届出、管理票、汚染土壌処理業

④ 指定調査機関の信頼性向上 （法第29条他）

５年毎の更新、土壌汚染調査技術管理者

Ⅳ-３ 土対法の主な改正内容
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① 土壌汚染の状況把握の拡充

◆法第３条
有害物質使用特定施設の使用廃止
⇒調査義務発生

◆法第４条
一定規模( 3,000㎡ )以上の形質の変更届出(30日前)
⇒汚染のおそれ基準の該当性判断
⇒調査命令の発出

◆法第５条
命令発出基準への該当性判断
⇒調査命令の発出
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◆一定規模以上の土地の形質変更時の調査命令（法第４条）

土地の形質の変更の届出(30日前)

汚染のおそれの基準の該当性判断

調査命令の発出

以下のすべてに該当する場合は届出対象外

１ 形質変更の区域外へ土壌搬出せず

２ 形質の変更に伴い周辺への土壌の飛散・

流出が生じない

３ 形質変更が深さ50cm未満 等

① 土壌汚染の状況把握の拡充

土地の形質の変更

例) 解体、建築、造成、舗装、盛土等

一定規模（3,000㎡）以上の

土地の形質変更の計画がある

調査結果報告(期限120日以内)
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◆要措置区域等への指定の申請制度（法第１４条）

自主調査：公正な調査（公定法と同等な方法）

指定の申請：土地所有者等の全員の合意、登記事項証明書等

審査：都道府県及び政令市、特例市

指定：告示、台帳整備

①土壌汚染の状況把握の拡充
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② 規制対象区域の分類

◆要措置区域（法第６条）

・汚染土壌の摂取経路があり、人の健康被害が生じ、又は生

ずるおそれがあるため、汚染の除去等の措置が必要な区域

⇒汚染の除去等の措置を指示（法第７条）

⇒土地の形質変更の原則禁止

◆形質変更時要届出区域（法第１１条）

・汚染土壌の摂取経路がなく、健康被害が生ずるおそれがない

ため、汚染の除去等の措置が不要な区域（摂取経路の遮断が

行われた区域を含む。）

⇒土地の所有者等が土地の形質を変更するときに届出が必要
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③ 搬出土壌の適正処理

◆規制対象区域からの土壌の搬出規制

⇒搬出に着手する日の１４日前までに届出、計画変更・措置命令等

⇒汚染土壌の処理は汚染土壌処理業者へ委託義務

◆搬出汚染土壌に関する管理票の交付、保存の義務

◆搬出汚染土壌の処理業の許可制度

⇒汚染土壌処理業の許可

⇒許可90事業者、130施設（全国、H26.1.6）、うち県内１事業者）

※ガイドラインが平成28年６月に改定された。以下主な変更点

・ 搬出届の添付書類として、自動車登録番号や車両番号の記載不要

・ 浄化等処理施設の処理方法の例として磁力選別による抽出を追加

・ 新規処理施設設置して汚染土壌処理業の許可を申請する場合、事前に都道府県知事

に相談することが望ましい旨の記載の追加
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（参考） 土壌汚染対策法の施行状況（県内、平成28年3月末現在）

一定規模(3,000㎡)以上の土地の形質変更届出件数（延べ）

項 目 県 市 計

届出件数 922 722 1,644

土壌汚染状況調査命令の発出 7 16 23

汚染あり（区域の指定） 1 2 3

汚染あり（指定前に浄化） 0 0 0

汚染なし 6 9 15

調査中 0 5 5

市: 静岡市、浜松市、沼津市、富士市
平成22年4月以降
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（参考） 土壌汚染対策法の施行状況（H22以降、県内）

調査
契機

区分 県 政令市 計

指定の種別 要 形 要 形 要 形

施設
廃止

(法３条)

指定 ２ ９ ９ ７ 11 16

解除 ２ ５ ６ ３ ８ ８

告示中 ０ ４ ３ ４ ３ ８

調査
命令

(法４条)

指定 ０ １ ０ １ ０ ２

解除 ０ １ ０ ０ ０ １

告示中 ０ ０ ０ １ ０ １

自主
調査

(法14条)

指定 ２ 11 ６ 11 ８ 22

解除 ２ ７ １ ４ ３ 11

告示中 ０ ４ ５ ７ ５ 11

（平成28年３月31日現在）

要: 要措置区域、 形: 形質変更時要届出区域
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【背景及び概要】
地方自治体からの要望に基づき、地方分権一括法に基
づき、国の権限を都道府県に移譲

【改正内容】

・土壌汚染状況調査を実施する「指定調査機関＊」

の指定及び監督権限の一部を都道府県に移譲
＊指定調査機関

・土壌汚染の調査は、調査の技術的能力により結果が大きく左右される。このため、調査結果の信頼性

確保のために、一定の技術的能力を有するものを申請に基づき指定調査機関と指定する。

・土壌汚染対策法に基づく土壌汚染状況調査等は、指定を受けた指定調査機関のみが行うことができる。

Ⅳ-４ 土対法の一部改正(H27年４月)
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【改正内容】

・クロロエチレン（塩化ビニルモノマー）の特定有害物質
への追加を平成28年３月29日公布

・指定基準となる土壌溶出量基準：0.002mg/L以下

Ⅳ-５ 土対法施行令の一部改正(H29年４月)
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Ⅴ 環境保全行政の体制 （各機関の役割）

県

市町事業者

・届出（設置，変更，廃止）
・自主管理，測定
・ISO14000ｼﾘｰｽﾞ, エコアクション21

・届出受付
・連絡調整

【環境関連団体】
(一社)静岡県環境資源協会
静岡県環境保全協会ほか

・立入検査
・技術相談

・常時監視
・調査研究環境衛生科学研究所

・条例
・計画策定
・情報公開
・研修

国

・法律
・計画策定
・情報公開
・研修

健康福祉センター
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水質汚濁防止法、土壌汚染対策法に係る相談・問合せ窓口

◆政令指定都市（静岡市、浜松市）及び特例市（沼津市、富士市）は

該当市の環境保全担当課へ直接連絡してください。

◆上記以外の市町

⇒東部健康福祉センター生活環境課（電話 ０５５-９２０-２１３６）
※三島市、熱海市、伊東市、御殿場市、裾野市、伊豆の国市、伊豆市、下田市、
富士宮市、清水町、長泉町、函南町、小山町、東伊豆町、河津町、南伊豆町、
西伊豆町、松崎町

⇒中部健康福祉センター環境課 （電話 ０５４-６４４-９２６８）
※焼津市、藤枝市、島田市、牧之原市、吉田町、川根本町

⇒西部健康福祉センター環境課 （電話 ０５３８-３７-２２５０、２５７１）
※磐田市、袋井市、掛川市、御前崎市、菊川市、湖西市、森町

⇒県庁生活環境課 大気水質班 （電話 ０５４‐２２１‐２２０５、２２５８）

⇒各市町環境保全担当課
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御清聴ありがとうございました


